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平成27年度 平成26年度

県 土 整 備 部 103,655,002 95,961,289

<県土整備政策局>
○27 ○26

県土整備総務課
Ⅰ 土 木 総 務 費

1. 土木関係企画事務事業○単 769 808 県土整備部における政策調整業務の充実・強化に要する経

費

2. 地震・津波被害に備え 214,468 272,861 地震・津波に備え、浸水想定区域内に所在する建設部庁舎

た建設部庁舎の移転・ の移転建替えを行うとともに、防災機能の充実を図るため

建替事業 ○単 に要する経費

技 術 調 査 課
Ⅰ 土 木 総 務 費

1. 積算単価調査委託事業○単 45,747 45,747 公共事業の工事費積算に用いる単価（労務費、建設資材単

価、建設副産物の処分費等）の中で、市販の物価誌に掲載

されていないものに対する実勢価格調査に要する経費

2. 公共工事等統合支援シ 139,372 143,354 インターネット上で電子入札や入札情報の公開を行うとと

ステム運用事業 ○単 もに、工事管理や設計積算等の公共事業の各種情報を電子

化し効率的に事業を行う「公共工事等統合支援システム」

の運用に要する経費

3. 県内建設業界の競争力 4,212 2,281 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するため、

強化事業 ○単 県内建設業界の技術力向上を支援するために要する経費

検査・技術支援課
Ⅰ 土 木 総 務 費

1. 技術力等向上支援事業○単 7,939 8,668 公共事業の品質を確保し、良質な社会資本を整備するため、

職員の技術力等向上を支援するために要する経費

2. 公共インフラ点検受託 41,250 12,000 技術者の不足する市町村を支援するため、公共インフラの

事業 ○受 点検業務を県が受託して実施するために要する経費

用 地 対 策 課
Ⅰ 土 木 総 務 費

1. 土地収用事業 ○単 12,316 12,416 土地収用法に基づく事業認定の申請及び裁決申請に伴う調

査並びに収用委員会の開催に要する経費

2. 用地処理事業 ○単 281,001 287,069 公共事業の施行に伴う用地取得等に係る事務指導、連絡調

整及び県土地開発公社への公共用地取得業務委託等に要す

る経費
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<道 路 局>
○27 ○26

道 路 政 策 課
Ⅰ 道路橋りよう総務費

1. 道路調査事業 ○補○単 143,040 115,778 公共事業実施予定路線の事前調査、その他測量調査等に要

する経費

Ⅱ 道路新設改良費

1. 直轄道路事業負担金事 15,311,860 11,444,800 国が直轄施行する県内の国道の改良及び交通安全施設等整

業 ○単 備事業等の負担に要する経費

Ⅲ 高速道路建設費

1. 湯浅御坊道路用地事務 90,000 70,000 湯浅御坊道路四車線化の早期整備のため、事業者の委託を

事業 ○受 受け、用地取得事務を行うために要する経費

2. 和歌山南スマートＩＣ 6,000 50,000 （仮称）和歌山南スマートインターチェンジの早期整備の

整備事業 ○受 ため、事業者の委託を受け、用地取得事務を行うために要

する経費

道 路 保 全 課
Ⅰ 道路橋りよう総務費

1. 道路調査事業 ○単 40,000 40,000 道路の現況調査、道路台帳の整備に要する経費

Ⅱ 道 路 維 持 費

1. 道路維持事業 8,362,301 9,004,304 県が管理する国道、県道の維持修繕、災害防除、交通安全

施設等の整備及び無電柱化等に要する経費

○単道路災害防除 290,000

○単交通安全施設等整備 410,112

○単道路維持 2,713,357

○単県際道路管理 70,896

○補道路保全 4,877,936

Ⅲ 道路新設改良費

1. 市町村道路事業補助事 95,970 95,970 市町村が実施する道路整備事業への補助に要する経費

業 ○単

道 路 建 設 課
Ⅰ 土 地 改 良 費

1. 県営農道整備事業 ○補○単 2,429,450 2,520,057 営農労力と営農経費の縮減、農業生産物流通の合理化及び

農山村の環境改善を図るため、基幹となる農道４地区の整

備に要する経費

Ⅱ 林 道 費

1. 県営林道整備事業 ○単 400 1,200 林道将軍川線を適切に維持管理するために要する経費
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Ⅲ 道路新設改良費

1. 道路橋りよう整備事業 24,511,644 24,356,692 県が管理する国道、県道の新設及び改良に要する経費

○補道路改良 20,114,015

○補広域地方計画道路改良 130,000

○単地方特定道路整備 2,688,629

○単半島振興道路整備 303,000

○単小規模道路改良 1,276,000

2. サイクリングロード整 300,000 231,000 県内におけるサイクリングロードの整備に要する経費

備事業 ○補

Ⅳ 街 路 事 業 費

1. 公共街路事業 ○補 1,870,200 1,870,200 街路事業として、都市計画道路西脇山口線外５路線の整備

に要する経費

2. 地方特定道路整備（街 270,000 270,150 街路事業として、都市計画道路西脇山口線外６路線の整備

路）事業 ○単 に要する経費

<河川・下水道局>

河 川 課
Ⅰ 河 川 総 務 費

1. 河川管理事業 ○単 54,842 53,861 河川に関する各種事業を実施することにより、適正な維持

管理及び愛護思想の普及啓発を行うことに要する経費

Ⅱ 河 川 改 良 費

1. 河川等災害関連事業 ○補 1,965,814 2,704,129 浸水被害等の軽減を図るため災害復旧事業とあわせた改良

工事の実施に要する経費

2. 直轄河川関係事業負担 931,406 603,858 国直轄で実施する紀の川・熊野川の治水事業負担に要する

金事業 ○単 経費

3. 堤防改修事業 ○単 915,000 900,000 小規模な河川改修工事の実施に要する経費

4. ポンプ場施設管理事業○単 117,576 118,004 和歌川の水質浄化のための和歌川ポンプ場の稼働並びにそ

の外13ポンプ場の維持管理に要する経費

5. 高速道路関連河川改修 100,000 127,000 高速道路建設にあわせて整備すべき河川の改修工事の実施

事業 ○単 に要する経費

6. 河川整備事業 ○補 4,562,190 4,253,600 防災・減災対策、水環境の改善等を目的とした河川整備の

実施に要する経費

7. ○新災害時における初動 8,923 － 大規模災害時において、早期に現場の詳細な状況を把握し、

対応の充実事業 ○単 迅速な災害応急対応を実施するための小型ＵＡＶ（マルチ

コプター）の導入に要する経費

Ⅲ 水 防 費

1. 水防事業 ○単 54,126 52,621 出水時等における水防活動を迅速かつ的確に行うための態

勢整備に要する経費

砂 防 課
Ⅰ 砂 防 費

1. 急傾斜地崩壊対策事業○補 1,147,000 1,134,000 がけ崩れから人命を保護する工事等の実施に要する経費

2. 砂防修繕事業 ○単 170,000 170,000 土砂災害を防止する施設等の機能の維持・増進・管理に要

する経費
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3. 総合土砂災害対策情報 27,421 31,593 雨量計等の機器の整備及び維持管理に要する経費

システム整備事業 ○単

4. 砂防事業 ○補 2,840,447 3,002,893 土砂災害から人命・財産を保全する工事等の実施及び警戒

避難体制等の整備促進に要する経費

5. 小規模土砂災害対策事 304,000 201,400 小規模な土砂災害から人命を保護する工事等の実施に要す

業 ○単 る経費

6. 直轄特定緊急砂防等事 1,340,000 1,340,000 国直轄で実施する熊野地区・三越地区・那智川水系の砂防

業負担金事業 ○単 事業負担に要する経費

7. 津波避難昇降路設置事 5,000 18,900 地域住民が津波から避難するため、県管理の既設擁壁への

業 ○単 昇降路設置に要する経費

8. 和歌山県土砂災害啓発 81,396 114,800 土砂災害の危険性について啓発・研修を実施するため、和

センター（仮称）整備 歌山県土砂災害啓発センター（仮称）整備に要する経費

事業 ○補○単

下 水 道 課
Ⅰ 環 境 対 策 費

1. 浄化槽設置等適正化指 17,104 16,356 浄化槽の設置、維持管理及び法定検査の適正化等を図るた

導事業 ○単 めに要する経費

2. 浄化槽設置整備事業○補○単 346,100 330,660 環境対策・住宅対策のため、浄化槽設置整備事業を実施す

る市町村への助成等に要する経費

Ⅱ 土 地 改 良 費

1. 農業集落排水事業 ○補 135,720 94,470 農業集落の生活活動により生じる汚水の排除と終末処理を

行い、農業用水の水質保全及び集落環境の向上を図る市町

村への助成に要する経費

Ⅲ 下水道事業費

1. 下水道等水洗化促進補 1,163 825 水洗化促進を図るため、市町に対する事業費補助に要する

助事業 ○単 経費

2. 下水道事業促進整備交 46,800 46,640 公共下水道の整備促進を図るため、公共下水道事業を実施

付金事業 ○単 する市町への助成に要する経費

<都 市 住 宅 局>

都 市 政 策 課
Ⅰ 建 築 指 導 費

1. 開発・宅地造成指導事 2,831 3,745 都市における無秩序な市街化を防止するとともに、良好な

業 ○単 環境を備えた市街地整備に要する経費

Ⅱ 都市計画総務費

1. 都市計画推進事業 ○単 18,864 26,427 都市計画審議会の運営等に要する経費及び都市計画に関す

る基礎的な調査に要する経費

2. 屋外広告物事業 ○単 8,488 8,838 都市の美観維持のため、屋外広告物の取締指導、広告業者

の指導に要する経費

3. わかやま 景観保全と 4,528 6,532 優れた自然・歴史・文化等豊かな景観の積極的な保全・継

形成事業 ○単 承と、その歴史と地域の個性を生かした自主的な景観づく

りを促進することにより個性的で魅力ある景観形成を図る

ために要する経費
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4. 都市公園維持運営管理 119,187 118,286 紀三井寺公園及び県営相撲競技場の管理運営を指定管理者

委託事業 ○単 に委託することに要する経費

5. 河西緩衝緑地維持運営 146,710 150,523 河西緩衝緑地の管理運営を指定管理者に委託することに要

管理委託事業 ○単 する経費

6. 和歌公園維持運営管理 60,417 60,461 和歌公園の管理運営を指定管理者に委託することに要する

委託事業 ○単 経費

7. 橋本体育館維持運営管 71,283 71,283 橋本体育館の管理運営を指定管理者に委託することに要す

理委託事業 ○単 る経費

8. 県民水泳場維持運営管 169,509 169,303 秋葉山公園県民水泳場の管理運営を指定管理者に委託する

理委託事業 ○単 ことに要する経費

9. 都市空間の再構築戦略 20,000 10,000 都市全体の観点から、都市機能（居住・医療・福祉・教育

の推進事業 ○単 文化・商業）の誘導及び公共交通の充実を図るため、立地

適正化計画を策定する市町の支援に要する経費

Ⅲ 公 園 費

1. 公園整備事業 ○補○単 115,875 119,905 都市公園の整備に要する経費

建 築 住 宅 課
Ⅰ 建 築 指 導 費

1. 住宅新築資金等貸付助 36,609 46,926 国の補助により実施した住宅新築資金等貸付事業に係る貸

成事業 ○補 付金償還推進費用の補助に要する経費

2. 地域優良賃貸住宅供給 6,000 27,600 民間活力を利用した子育て・高齢者・障害者世帯向けのバ

促進事業 ○補 リアフリー化された良質な賃貸住宅供給の促進に要する経

費

3. 建築行政指導事業 ○単 17,825 18,643 建築基準法及び建築士法等に基づく、建築物の確認、検査

及び建築技術者の指導監督等、建築行政の推進に要する経

費

4. 福祉のまちづくり推進 1,438 2,051 福祉のまちづくり条例に基づき、公共的施設等のバリアフ

事業 ○単 リー化を促進し、障害者や高齢者等が自由に行動できる福

祉のまちづくりを推進するために要する経費

5. 住宅耐震化促進事業○補○単 136,750 136,750 地震による住宅の倒壊を防止するため、昭和56年５月以前

に建設された旧基準住宅の耐震診断及び耐震改修等を促進

するために要する経費

6. 大規模建築物の耐震化 9,023,324 1,491,372 耐震改修促進法の改正に伴い耐震診断が義務化された施設

促進事業 ○補 のうち、避難所に位置付けられる施設等について、耐震診

断及び耐震改修等を促進するために要する経費

Ⅱ 住 宅 管 理 費

1. 公営住宅管理事業 ○単 704,258 672,028 県営住宅5,183戸の維持管理、入居募集等に要する経費

Ⅲ 住 宅 建 設 費

1. 公営住宅建設事業 ○補○単 1,347,992 1,232,647 既設団地の建替等に要する経費

公 共 建 築 課
Ⅰ 建 築 指 導 費

1. 宅地建物取引業指導事 5,027 5,158 宅地建物取引業者の免許事務等を実施し、必要な規制を行

業 ○単 うことにより、購入者等の利益の保護と宅地建物取引業の

健全な発展を促進するために要する経費
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<港 湾 空 港 局>
○27 ○26

港 湾 空 港 課
Ⅰ 港 湾 管 理 費

1. 水軒の浜再生事業 ○単 12,000 12,000 「水軒の浜」の景観を良好な状態に戻すため、不法占拠物

件の撤去等に要する経費

2. 放置艇“０”大作戦事 25,000 27,800 県管理の公共水域（港湾・漁港・河川・海岸）に存在する

業 ○単 放置艇等の指導及び撤去に要する経費

Ⅱ 空 港 管 理 費

1. 南紀白浜空港管理事業○単 231,059 314,117 南紀白浜空港の適正かつ効率的な維持管理等に要する経費

港 湾 整 備 課
Ⅰ 漁 港 建 設 費

1. 漁港施設整備事業 ○補 1,277,125 1,389,972 水産資源の維持・増大と水産物の生産流通機能の増大・安

定供給を図るための漁港の整備に要する経費

2. 漁港海岸整備事業 ○補 620,550 393,450 漁港区域内における防潮堤等の海岸保全施設の整備や海岸

環境の整備に要する経費

3. 漁村環境整備事業 ○補 50,380 125,260 漁港の環境及び漁村の生活環境の改善を図るため、集落排

水施設等の整備に要する経費

Ⅱ 海 岸 保 全 費

1. 海岸整備（海岸）事業○補 283,140 274,280 高潮、波浪又は津波による被害を防止する海岸保全施設の

整備や機能強化に要する経費

Ⅲ 港 湾 管 理 費

1. 港湾修繕事業 ○単 100,000 100,000 港湾における維持修繕、環境保全・事故防止対策・利用調

整等の小規模な改良工事等に要する経費

2. 海岸修繕事業 ○単 243,000 243,000 海岸における維持修繕、環境保全・事故防止対策・利用調

整等の小規模な改良工事等に要する経費

3. 和歌山下津港湾事務所 49,432 29,396 発災時における港湾管理機能を確保するため、津波浸水想

庁舎建替事業 ○単 定区域内の現庁舎の建替えに要する経費

Ⅳ 港 湾 建 設 費

1. 直轄港湾・海岸事業負 1,279,972 1,637,022 和歌山下津港・日高港における国直轄事業実施に伴う港湾

担金事業 ○単 管理者負担に要する経費

2. 港湾施設整備事業 ○補 2,255,047 2,280,730 港湾施設を建設改良し、港湾機能を整備充実させるために

要する経費

3. 県単港湾施設整備事業○単 191,600 191,600 港湾機能を整備充実させるための小規模な港湾施設の改良

に要する経費

4. 海岸整備（港湾）事業○補 593,400 624,100 高潮、波浪又は津波による被害を防止する港湾区域内海岸

保全施設の整備や機能強化に要する経費

－81－


